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平成２２年度における府内市町村（大阪市及び堺市

を除く。以下同じ。）の普通会計予算額は、歳入予

算が１兆６,９４１億２８百万円で、前年度と比べて８０７億

６９百万円、５.０％の増となっている。（以下、文章中

の増減額及び増減率は特に断りのない限り、平成２１

年度当初予算との比較である。）一方、平成２２年度地

方財政計画の歳入歳出規模は８２兆１,２６８億円で、前年

度と比べて４,２８９億円、０.５％の減となっている。

地方財政計画が前年度から減少しているのに対し、

府内市町村普通会計予算額は増加しているが、これ

は、子ども手当の創設等に伴う国庫支出金の府内市

町村の増加率（３８.２％）が地方財政計画の増加率

（１２.３％）よりも大きかったことなどによる。

市町村税は、府内市町村では７,４８９億７２百万円で

４.１％の減となっており、地方財政計画の減少率

（５.７％）を下回っている。

主な税目別では、市町村民税は３,２３５億１８百万円

で８.８％の減（所得割６.９％減、法人税割２７.７％減）、

固定資産税は３,１７０億４４百万円で０.１％の減、都市計

画税は６４４億３６百万円で０.４％の減、市町村たばこ税

は３１５億６４百万円で４.８％の減となっている。

なお、歳入総額に占める市町村税の割合は４４.２％

となっており、４.２％の減となっている。

このほか、地方消費税交付金が４７６億６５百万円で

２.１％の減、地方特例交付金等は減税補てん特例交

付金の廃止に伴う経過措置として創設された「特別

交付金」の措置期間（Ｈ１９～Ｈ２１）が終了したこと

により、１０２億９１百万円で７.８％の減となっている。

地方交付税は１,５２６億４０百万円で５.９％の増となっ

ており、地方財政計画の増減率（６.８％増）を下回っ

ている。内訳としては、普通交付税が１,４２１億４百

万円で６.０％の増、特別交付税が１０５億３６百万円で

４.６％の増となっている。

また、国庫支出金は２,９９７億３７百万円で３８.２％の

増となっている。これは、子ども手当の創設に伴い、

子ども手当の国庫負担分（子ども手当のうち児童手

当分を除く分）が国から拠出されることによる。

繰入金は、４６９億４２百万円で１４.８％の減となって

いる。これは、財政調整基金及び減債基金などから

の繰入れが減少したことなどによる。

市町村債は、１,５１４億９９百万円で２２.１％の増とな

っている。このうち、地方財政対策において通常収

支の不足分を補てんするための赤字地方債である臨

時財政対策債は８６１億４４百万円で４０.３％の増となっ

ている。一方、退職手当債は１３６億３４百万円で３.１％

の減となっており、予算計上団体数は前年度から２

団体減り、１５団体となっている。

目的別内訳では、民生費が７,２１４億５６百万円で

１５.７％の増となっているが、教育費が１,７０９億８４百

万円で１.４％の減、衛生費が１,５８５億２１百万円で４.６％

の減、総務費が１,７４８億２２百万円で２.０％の減、土木

費が１,９３１億７７百万円で１.６％の減となっている。

次に、性質別内訳では、人件費が３,５４９億７２百万

円で３.１％の減となっている。これは、給与及び職員

数の削減によるものである。

扶助費は、子ども手当の支給開始により、４,６７７

億５７百万円で２５.４％の増、公債費は、１,７４２億３９万

円で０.６％の増となっており、人件費、扶助費及び公

債費を合わせた義務的経費は、９,９６９億６８百万円で

９.３％の増となっている。

また、普通建設事業費は、補助事業費が３８０億４０

百万円で１４.０％の減、単独事業費が８１１億２１百万円

で３.６％の増となっており、全体では２.８％の減とな

っている。

その他の経費では、物件費が２,０１４億３５百万円で

３.６％の増となっている。このうち、需用費は３８４億

歳　出歳　入

予算規模

平成22年度府内市町村当初予算の概要

普通会計当初予算額調

 自治大阪2010.4・5月号  10.5.25 16:16  ページ 54



大阪府総務部市町村課（問い合わせ：０６－６９４１－０３５１（内線２２１５））

７百万円で１.１％の減、委託料は１,１７７億２３百万円で

４.７％の増となっている。

積立金は、８１億５４百万円で１９.３％の増となってい

る。これは、財政調整基金が１３億５７百万円で４.３％

の増、減債基金が６億４７百万円で４２１.８％の増、そ

の他特定目的基金が６１億５０百万円で１３.６％の増とな

っていることによる。

投資及び出資金は、２９億８百万円で９.０％の増と

なっている。

繰出金は、１,８７２億６６百万円で３.２％の減となって

いる。これは、東大阪市において国民健康保険特別

会計に対する繰出金を当初予算に計上しなかったこ

とによるもので、当該団体を除いた場合は、０.２％

の増となる。
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平成２２年度当初予算
普通会計（除大阪市、堺市）

（歳入）

（単位：百万円、％）
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（歳出）
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なお、市町村別の当初予算額の詳細については、大阪府ホームページ

（ＵＲＬ：ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｐｒｅｆ.ｏｓａｋａ.ｊｐ/ｓｈｉｃｈｏｓｏｎ/ｚａｉｓｅｉｊｏｕｋｙｏ/ｉｎｄｅｘ.ｈｔｍｌ）にて掲載します。
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